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 今期（2014 年度）までの方針
中期経営計画期間中（2015 年

度から 2017 年度まで）の方針

（1）株主還元方針 定めず。 連結総還元性向 130％を目処と

する。 

① 配当方針 

デリバティブ評価損益など特

殊・特別な損益を損益計算から

除外し計算した当社単独の当

期純利益に対する配当性向を

35％とする。具体的には、安定

的な配当として普通配当 50 円

とし、配当性向 35％を目処に計

算した配当が 50 円を上回る場

合は、その差額を業績連動配当

として期末に特別配当を実施

する。 

当社連結の当期純利益に対す

る配当性向 70％を目処とする。

具体的には、安定的な配当とし

て普通配当 100 円とし、配当性

向 70％を目処に計算した配当

が 100 円を上回る場合は、その

差を業績連動配当として期末

に特別配当を実施する。 

② 自己株式取得方針 定めず。 
連結の当期純利益の 130％から

配当総額を引いた金額を目処

に自己株式の取得を行う。 

（2）その他 

今期（2014 年度）につきましては、現状の配当方針といたします。 
 
 なお、中期経営計画「CHALLENGE 2017」に関する詳細は、本日公表いたしました当社リリー

ス「中期経営計画“CHALLENGE 2017“の策定について」及び中期経営計画プレゼンテーション

資料をご覧ください。 
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